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Abstract: This study aims to describe the ideal of new way of urban waterfront in the knowledge-based industry era. In this paper, the 
authors have investigated the previous paper about regional economic vitality index, and considered the study process. 
 
１．研究の目的；わが国の東京湾臨海部は，近年の

産業構造や経済状況の変化にともない地域の活力が

低下し，臨海工業の衰退，土地の遊休化・低未利用

化が進んだことにより，現在では臨海部のあり方が

模索されている．一方，脱工業化，サービス経済化

の進展等により再都市化が進み，各種の高度都市機

能や企業立地の東京大都市圏への集中化が進行して

いる．このように都市の知的生産性が問われる現代

において，都心部における都市機能・経済の多様性

および有機的連関・相互連鎖が，生産の質を高める

重要な因子と考える．そこで本研究は，都市臨海部

における経済活力に着眼し，その要因として土地利

用との関係および地域経済の変遷を明らかにすると

ともに，知の時代における新たな都市臨海部の空間

形成・空間再編のあり方を導出する．筆者らの先行

研究では，都市臨海部に関する既往研究において，

近年の状況に即した工業立地，土地利用，既往統計

を横断的に分析し関連付ける研究がないことを明ら

かにし，また，統計指標に基づいて東京湾臨海部地

域における活性化状況を経済成長の優・劣の観点か

ら総合的かつ定量的に明らかにするための地域活性

化指標体系開発の重要性を指摘した（＊）．そこで，本

稿では，地域活性化の指標体系を構築するために，

既往の地域分析に関する研究の知見を分析すること

で，指標に関する留意点と課題点について明らかに

することを目的とする． 

２．研究の方法；研究方法として，地域の経済活力・

成長を評価する指標および統計指標を用いた地域比

較・地域分類について述べた文献を収集した．収集

にあたっては，学術資料の検索エンジンとして近年

広く利用されているGogle Scholar を用いて， 

①「都市」「地域」「経済」「活力」「成長」 

②「都市力」「地域力」「都市構造」「地域構造」 

③「評価」「指標」 

上記①〜③の組み合わせをキーワードとして文献調

査を実施した．対象期間は脱工業化時代における都

市臨海部研究の観点から1990 年以降から本年（2019

年）の 19 年間とし，必要に応じてそれ以前の文献

収集を実施した．収集した文献を整理した結果，全

25文献を得た．そこで，各文献の着眼点を捉えるた

めに，指標の「項目」，対象となる｢評価対象｣，指標

の｢評価手法｣，その手法から得た｢評価内容｣という

4項目について分類した結果が表1である． 

３．結果および考察； 

（１）指標の「項目」；表１の｢項目｣をみると地域経

済，地域比較・地域分類についてはすべての指標で

「人口動態」が使用されていることがわかる．次に

多い「労働者構成」「就労状況」は雇用の状況が注目

されている現状理解できる． 

（２）「評価対象」；最も多い分類項目は｢市町村｣を

対象とした指標が大多数である．評価対象を広域と

し、統計指標の最小単位である小地域（町丁目）レ

ベルで評価を実施した指標は存在しない． 

（３）「評価手法」；全体を通してみると，指標の評

価手法は｢主成分分析｣で実施されている．基礎指標

を主成分分析による分析でまとめる手法は，多くの

変量が単純化される点で長所がある． 

（４）「評価内容」；指標の評価は「クラスター分析」

を用いて主に評価が実施されている．各文献とも地

域分類をした上で評価対象全体の分類を考察してい

る． 
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